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（1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 2,345,453 1.3 497,656 10.8 478,656 35.0

2021年3月期第3四半期 2,313,082 △21.6 448,868 △20.0 354,404 △12.2

(注)包括利益 2022年3月期第3四半期 250,949百万円 （△56.4％） 2021年3月期第3四半期 576,850百万円 （94.0％）

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年3月期第3四半期 188.82 188.81

2021年3月期第3四半期 139.76 139.76

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 225,424,989 9,406,254 4.1

2021年3月期 225,586,211 9,362,207 4.1

(参考)自己資本 2022年3月期第3四半期 9,286,173百万円 2021年3月期 9,256,275百万円

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 － 3.75 － 37.50 －

2022年3月期 － 40.00 －

2022年3月期（予想） 40.00 80.00

（％表示は、対前期増減率）

親会社株主に帰属する当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 円 銭

通期 530,000 12.5 209.07

1．2022年3月期第3四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年12月31日）

（2）連結財政状態

(注)「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

　　　なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2．配当の状況

（注1）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無
（注2）2020年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。2021年3月期の１株当たりの第2四半期末配当金につきまして

は、当該株式併合の影響を考慮しない金額を記載しております。当該株式併合の影響を考慮する場合は37円50銭となります。また、年間配当金合計
については、単純合算が適切でないため、「－」と表示しております。

3．2022年3月期の連結業績予想（2021年4月1日～2022年3月31日）

（注1）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注2）算定上の基礎となる普通株式数は「第１～第３四半期の期中平均株式数」と「第３四半期末発行済株式数（第４四半期の期中平均株式数と想定）」の

加重平均値を採用し、算出しております。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期3Ｑ 2,539,249,894 株 2021年3月期 2,539,249,894 株

②  期末自己株式数 2022年3月期3Ｑ 4,627,426 株 2021年3月期 3,889,782 株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期3Ｑ 2,534,973,142 株 2021年3月期3Ｑ 2,535,680,257 株

※  注記事項

（1）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　：　無

（3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更　　　　：　有

②  ①以外の会計方針の変更　　　　　　　　　　　　　　：　無

③  会計上の見積りの変更　　　　　　　　　　　　　　　  ：　無

④  修正再表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　無

(注)詳細は、添付資料P.1-2「1.（1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

（4）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料には、将来の業績及び計画等に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績

に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大き

く異なる可能性があります。

　また、事業戦略や業績など、将来の見通しに関する事項はその時点での当社の認識を反映しており、一定のリスクや不確実性などが含まれております。

　これらのリスクや不確実性の原因としては、与信関係費用の増加、株価下落、金利の変動、外国為替相場の変動、法令違反、減損リスク、事務・システム

リスク、日本における経済状況の悪化その他様々な要因が挙げられます。これらの要因により、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではあり

ません。

　当社の財政状態及び経営成績や投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、本資料のほか、有価証券報告書、統合報告書

（ディスクロージャー誌）等の本邦開示書類や当社が米国証券取引委員会に提出したForm 20-F年次報告書等の米国開示書類など、当社が公表いたしまし

た各種資料のうち 新のものをご参照ください。

　当社は、業績予想の修正等将来の見通しの変更に関する公表については、東京証券取引所の定める適時開示規則等に基づいて実施いたします。従っ

て、 新の予想や将来の見通しを常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。


